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１　貿易政策効果の大きさは？

環太平洋パートナーシップ（TPP：Trans-

Pacific Partnership）協定が経済に与える効

果の大きさを計算するという課題に取り組む

場合，何から始めれば良いのだろうか？　さ

らに，TPP 協定に加えて東アジア地域包括的

経 済 連 携（RCEP：Regional Comprehensive 

Economic Partnership）も実現した場合につい

てはどうだろうか？　まずは，貿易政策の現状

について経済産業省のウェブページで「EPA/

FTA/ 投資協定」について見てみよう。TPP

や RCEP は複数の国や地域が貿易や投資を促

進するための経済連携協定（EPA: Economic 

Partnership Agreement）であることが分かる。

EPA に含まれる主な約束として，次の４つの

項目があげられている。⑴ 輸出入にかかる関

税の撤廃・削減，⑵ サービス業を行う際の規

制の緩和や撤廃，⑶ 投資環境の整備，そして

⑷ ビジネス環境の整備である。経済連携協定

と関連して自由貿易協定（FTA：Free Trade 

Agreement）も議論されることが多い。ここ

では，FTA を⑴と⑵に対応する財とサービス

の貿易自由化と解釈し，EPA は FTA より広

範な対象を扱う協定であると理解しておこう。

TPP 協定は 12 カ国が 2015 年 10 月に大筋で合

意し，RCEP については 16 カ国が現在も交渉

自由貿易協定や経済連携協定といった貿易政策が，各国の経済や産業に与える影響を予測するにはどういっ
た方法があるのだろうか？　本稿のテーマは，計算可能な一般均衡（CGE）モデルによる貿易政策の分析に
ついて紹介することである。CGE モデルによる実践的な政策分析は，財政，開発経済，国際経済，地域経済，
資源・環境経済，農業経済，マクロ経済など経済学を横断する各分野に見つけることができる。本稿では貿易
政策への応用について，TPP 協定や RCEP といった具体的な経済連携協定を例にとり，主要な研究成果，分
析手法の基本的な考え方，CGE モデルを巡る論点や課題について紹介してみたい。経済連携協定には，財・
サービスの貿易障壁削減や撤廃，ビジネス環境や投資環境の整備が含まれる。それらの効果を数量的に把握す
るための議論や工夫を，先行研究や具体例から見てみよう。

第４回
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を進めている。具体的な分析対象国は，シンガ

ポール，ニュージーランド，チリ，ブルネイ，

アメリカ，オーストラリア，ペルー，ベトナム，

マレーシア，メキシコ，カナダ，そして日本が

TPP 協定の 12 カ国である。一方，RCEP では

ASEAN の 10 カ国に日本，中国，韓国，イン

ド，オーストラリア，ニュージーランドを加え

た 16 カ国が対象である。

冒頭の課題を大雑把に言い換えると，これら

の EPA に参加する国々が４項目に大別された

約束を履行した時の経済効果の大きさを計算し

分析することだと言える。そのため，分析に

あたっては国際貿易理論とデータを応用し，

まだ現実には生起していない EPA が実施され

た場合の仮想的な状況を擬似的に作り出し，

その影響を調べるという方針が採用されるこ

ととなる。この EPA のシミュレーション分析

において，頻繁に利用されているのが「計算

可能な一般均衡（CGE：Computable General 

Equilibrium）モデル」である。貿易政策が変

更した際，分析対象国の財・サービス市場や

生産要素市場の需給均衡やその他のマクロ経

済変数がどのように変化するかを計算するこ

とができるため，これまで多くの研究者や政

策立案者らによって利用されてきた。CGE モ

デルは応用一般均衡（AGE：Applied General 

Equilibrium）モデルと呼ばれることもあるが，

ここでは特に区別することなく両者は同様なモ

デルとしておこう。

本稿では，EPA や FTA の事前効果分析と

しての CGE シミュレーションについて，主要

な研究成果，分析手法の基本的な考え方，CGE

モデルを巡る論点や課題について紹介してみた

い。また具体例として TPP と RCEP を取り上

げることで，実際の CGE シミュレーションの

例も紹介する。

２　主要な研究成果

CGE モデルの源流や多岐にわたる応用分

野 の フ ロ ン テ ィ ア に つ い て は，Dixon and 

Jorgenson （2013） が 編 集 し た Handbook of 

Computable General Equilibrium Modeling と

いう大著を手に取って是非参照してみてほし

い。実践的な政策分析が，財政，開発経済，国

際経済，地域経済，資源・環境経済，農業経済，

マクロ経済など経済学を横断する多くの分野で

展開されている。執筆陣は各分野で活躍してい

る研究者達であるため，たとえ CGE モデルに

ついては馴染みがない読者であっても，見聞き

したことのある研究者がきっと見つかるだろう。

ここでは国際貿易の CGE モデルに限定し，

さらには TPP 協定のシミュレーション分析に

絞り込んで最新の研究成果を三点のみ挙げてお

こう。一点目が，2015 年 10 月の TPP 協定大

筋合意の直後に発表された，内閣官房 TPP 政

府対策本部（2015）による「TPP 協定の経済

効果分析」である。二点目が，2016 年元旦に

アップロードされたPetri and Plummer （2016）

による研究成果である。三点目が，2016 年５

月に公開された米国国際貿易委員会による報告

書である（USITC, 2016）。

これらの研究における重要な共通点は，全世

界を対象としたデータベースを用いて TPP 協

定のシミュレーション分析を行っている点であ

る。貿易政策効果の大きさを計算するために

は，輸出入や関税，生産や消費についての現

実のデータが，国別及び産業別で整備されて

いることが不可欠である。国レベルで集計さ

れた経済データであれば，TPP 協定に参加す
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る 12 カ国について研究者個人でも収集するこ

とが可能であろう。しかしながら，農業や製造

業やサービス産業といった産業別のデータと

なると，とたんに難しくなる。例えば，輸出

国と輸入国を区別して貿易データを収集する

とき，農産物や製造業品など物品の貿易デー

タであれば，UN Comtrade Database （http://

comtrade.un.org）から入手可能であるが，サー

ビス貿易については入手できない。WTO と世

界銀行が協力してサービス貿易関連の情報提

供 を，I-TIPS（http://i-tip.wto.org/services/

default.aspx）という共同プロジェクトで進め

ているが，サービス貿易のデータを輸出入国別

に入手することはまだ容易ではない。貿易自由

化シミュレーションで必要となる関税データ

は，WTO の Tariff Download Facility（http://

tariffdata.wto.org）が情報源として有用であり，

CGE モデル分析で使用するためには変換や集

計などを行う。そして，産業別の生産や消費に

ついては各国の産業連関表が基礎データとして

重要となる。これら大量の経済データを収集

し，各データの分類や集計を統一し，国民経済

計算体系に従って整合的なデータベースとして

構築し，さらには継続的に改良や更新を行うと

いう膨大な作業が必要となる。この一連の作業

を引き受け，世界中の国を対象に，生産，貿易，

消費を産業別に記述した，世界経済の俯瞰図と

も呼べるデータベースを公開しているのが，

Global Trade Analysis Project (GTAP) で あ

る。先述した三点の TPP 協定シミュレーショ

ンにおいても GTAP データベースが使用され

ている。近年，CGE モデルによる貿易政策分

析が広く行われている理由の一つには，GTAP

データベースの普及があるといっても過言では

ない。

GTAP（https://www.gtap.agecon.purdue.

edu）は米国インディアナ州にあるパデュー

（Purdue）大学国際貿易分析センター（Center 

for Global Trade Analysis）が核となり，国際

機関や政府・民間研究機関もコンソーシアム

メンバーとして参画する，国際経済政策の数

量分析に携わる研究者や政策立案者らによる

ネットワークである。1993 年の GTAP 発足時

より，トーマス・ハーテル教授を中心に全世

界を対象とした CGE モデルである GTAP モ

デル（Hertel, 1997）とその基礎となる GTAP

データベースの開発が続けられてきた。初期の

GTAP データベースには 15 カ国・地域と 37

の産業が収録されていた。現在に至るまでの改

良と更新の積み重ねにより，最新の第９版で

は 140 カ国・地域の経済を 57 の産業分類で記

述することが可能となっている。また，データ

ベースの基準年も 2011 年に更新されている。

この原稿を執筆している 2016 年から見ると，

最新のデータベースであっても５年間の開きが

あるが，世界全体の詳細な経済俯瞰図を作成す

るためには多くの時間を要することが容易に想

像できる。

先述の三点の研究は GTAP データベースを

TPP 協定のシミュレーション分析に利用して

いるが，内閣官房 TPP 政府対策本部（2015）

では基準年が 2007 年である第８版が使用され

ており，他の二点では第９版が使われている。

それぞれのシミュレーション結果を比較する際

には，データベースの参照時点の違いに留意す

る必要がある。

さて，最新の GTAP データベース（Aguiar 

et al., 2016）で記述される日本の輸入について

概観しておこう。2011 年の日本の輸入総額は

9610 億ドルであり，この輸入総額は運賃や保
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険料を含む CIF 価格に関税を加えた価格基準

で評価されている。そのため，財務省貿易統計

や世界銀行の WITS: World Integrated Trade 

Solution（http://wits.worldbank.org） な ど か

ら得られる CIF 価格で評価された数値より大

きくなっている。もちろんデータベースには，

産業別の貿易マトリックスが FOB 価格や CIF

価格でも収録されている。

簡単化のために 57 産業を，農林水産業，工

業，サービス産業の３産業に集計して見ると，

輸入の半分強が工業関連であり，農林水産業が

それに続く大きさであることが分かる。TPP

協定参加国からの輸入が総輸入額に占める割合

は 27.7%であり，産業別ではサービス産業で比

較的高くなっている。TPP 参加国から 2011 年

に輸入実績のあった産品に課されていた関税

率の加重平均は，農林水産業で 6.2%であり工

業で 1.8%である。物品の貿易にかかる国境措

置には，輸入額に定率の税がかかる従価関税

や，輸入量に基づく各種の関税（従量税や関税

割当）や数量割当なども存在する。非常に詳

細な関税分類である HS コードで収録された元

データをすべて従価関税に換算し，GTAP デー

タベースの産業分類に集計した情報は Market 

Access Map（http://www.macmap.org）か

ら提供されている。一方で，サービス輸入へ

の「関税」はそもそも存在しないため，GTAP

データベースにも収録されていない。しかし，

このことはサービス貿易に障壁が存在しないこ

とを意味するものではないことに注意が必要で

ある。EPA や FTA ではサービス産業での規

制緩和や撤廃も約束されている。その経済効果

を分析するには，サービス貿易障壁の大きさを

推計することが重要となる。国際貿易の実証研

究で活用されている重力方程式をサービス貿易

に応用して障壁の推計を行い，関税相当率に換

算する研究が期待されている。先述の三点の

TPP 協定のシミュレーション分析では，貿易

円滑化効果や非関税障壁削減効果として，サー

ビス貿易自由化の効果を取り込んでいる。

３　分析手法の基本的な考え方

EPA の効果を CGE モデルでシミュレーショ

ンするということは，データベースから記述さ

れる「EPA がまだ存在しない経済の状態」を

基準として，仮に EPA が実現した場合の経済

の状態を擬似的に計算し，その違いを比較する

ことであるといえる。EPA で関税が削減され

ると，比較的安価となった EPA 参加国からの

輸入品への需要が増え，非参加国からの輸入代

替が起こる。さらに，国内で生産される財や

サービスからの代替のため，生産を縮小する産

業が出てくるだろう。しかし一方で，EPA 参

加国への輸出が増加するため，生産が伸長する

産業も出てくる。労働や資本などの生産要素

は，比較優位を反映して，生産が減少する産業

から，生産を増加させる産業へ移動する。ここ

で重要となるのは，代替や生産要素の産業間移

動など，実証的なデータに裏付けられた「程度」

に関する情報である。GTAP データベースに

は，パラメータとして産業別や生産要素別に

それらの情報が収録されている。そして，財・

表１　2011 年の日本の輸入概要

輸入
（10 億ドル）

TPP メンバーからの輸入

シェア（％） 平均関税率（％）

農林水産業
工業
サービス

307
523
131

32.3
22.5
37.6

6.2
1.8
..

計 961 27.7 3.1

（出所）GTAP データベース第 9.1 版より筆者計算。
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サービスの差別化による不完全代替や，完全雇

用下での生産要素の産業間移動の容易さについ

て，GTAP モデルでの仮定をデータで支持し

ている。もちろん，輸入品が国産品を完全に代

替するという仮定や，経済全体で雇用量が増減

するような仮定による実験を行うことも可能で

あるが，実証的な情報にもとづく「程度」に関

する議論が必要である。

具体例として，表１で見た TPP 協定加盟

国への関税が存在する経済と，加盟国間で関

税を撤廃した後の仮想経済とを GTAP モデル

で計算してみよう。数値計算には GEMPACK 

（Harrison and Pearson, 1996）や GAMS 

（Brooke, 1992）といったコンピューター・プ

ログラムが非常に便利であるが，他のソフト

ウェアでも計算することは可能である。

まず GTAP データベースの 140 カ国 57 産業

を，TPP 協定加盟 12 カ国とその他世界の 13

カ国・地域に集計し，57 の産業を農林水産業，

工業，サービス産業の３産業に集計する。ここ

で留意すべきは，集計の度合いによりシミュ

レーション結果が影響を受ける可能性があると

いう点だ。なぜなら，関税撤廃のシミュレー

ションを考えれば，自由化対象国からの輸入

シェアや平均関税率は国や産業の集計程度に

より左右されるためである。USITC （2016）で

は GTAP データベースの 57 産業を集計せずに

TPP 協定のシミュレーションを行うことで，

集計に関する問題を回避している。計算に要す

る負荷や時間に耐えることができれば望ましい

アプローチと考えられるが，現実的には分析対

象の国や産業を考慮して集計したデータベース

でシミュレーションが行われることが多い。

TPP 協定加盟 12 カ国が相互に関税を撤廃し

た場合の経済効果を，実質 GDP について変化

率と変化額で示したものが表２である。この結

果を見る際には注意すべき点がいくつかある。

第一に，GTAP データベース第９版の基準年

が 2011 年であるため，計算された仮想的な経

済は TPP 協定加盟国が 2011 年に関税を撤廃

した場合を表現している点である。第二に，関

税のみを撤廃しているため，EPA に含まれる

主な４項目の約束のうちほんの一部しか考慮さ

れていない点である。第三に，全ての産業の関

税が例外なく即時に撤廃されている点である。

これらの点は，将来時点での EPA 実施，EPA

での関税以外の約束事項，そして産業別に段階

的に削減される関税などを，どのようにシミュ

レーションに組み込むかという課題を示してい

る。

表２にある日本の実質 GDP への効果は，内

閣官房 TPP 政府対策本部（2015）や Petri and 

Plummer （2016）と比較してかなり小さい値と

なっている。TPP 協定の経済効果として，前

者は 2.6%，後者は 2.5%と報告されている。こ

の差は，シミュレーションに何が含まれている

かの違いによる。表２は関税撤廃のみの効果で

あり，貿易円滑化や内生的な成長メカニズム，

財・サービス貿易や海外直接投資における非関

表２　実質 GDP への効果

（％） （$，百万）

日本
シンガポール
ブルネイ
マレーシア
ベトナム
オーストラリア
ニュージーランド
アメリカ
カナダ
メキシコ
チリ
ペルー
その他世界

0.11
0

0.08
0.1

0.43
0.04
0.08

0
0.02
0.04
0.01
0.01
-0.02

6,596
4

13
278
577
620
138
266
387
502
13
11

-7,464

（出所）シミュレーション結果。
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税障壁を考慮したシミュレーションではないた

め，結果が小さくなることに不思議はない。先

行研究の数値を解釈する際には，その研究がど

のようにして関税以外の効果を数値化し，CGE 

モデルのシミュレーションに取り込んでいるか

が注目すべきポイントとなる。先行研究の手法

から学ぶことは多く，再現方法や妥当性を検討

することで自らのシミュレーション手法の改良

や課題の解決につながることもある。何をシ

ミュレーションに含むのかという点に加えて，

CGE モデルそのものの違いも重要であるが，

モデルについての議論は次節で検討しよう。

TPP 協定参加国による関税撤廃が日本の実

質 GDP に与える影響を，GDP 支出項目別に要

因分解した結果が表３である。輸入の増加の次

に投資の増加が，実質 GDP 変化を説明する大

きな要因であることが分かる。表に示された支

出項目は財・サービスの集計値であり，国内で

生産されたものかどの国から輸入されたものか

など，さらに分解して効果の詳細について調べ

ることが可能である。つまり，シミュレーショ

ンに用いたデータベースの国と産業レベルまで

経済効果の源泉を遡ることができるため，GDP

のような集計された経済指標の結果解釈であっ

ても，シミュレーションの起点である関税まで

戻って分析することができる。紙面の都合から

結果の詳細については省略するが，GTAP デー

タベースとそれに付属するシミュレーション・

ソフトウェアさえあれば，ここで紹介している

結果を簡単に再現し，細部に至るまで確認する

ことができる。

４　CGE モデルを巡る論点や課題

Dixon and Jorgenson （2013）によると，世

界初の CGE モデルとして知られているのは

Johansen （1960）の A Multi-Sectoral Study 

of Economic Growth である。それまでの産業

連関分析等とは一線を画す特徴として，経済主

体としての家計や生産者の行動を明示的に経済

全体のモデルに定式化したことが挙げられてい

る。Johansen （1960）から50年以上を経た現在，

CGE モデル分析のフロンティアは経済学の各

分野に見つけることができ，それぞれの詳細は

Dixon and Jorgenson （2013）で紹介されている。

先述した三点の TPP 協定シミュレーション

分析から，CGE モデルを巡る論点や課題を見

てみよう。内閣官房 TPP 政府対策本部（2015）

で は，GTAP モ デ ル（Hertel, 1997） に 改 編

を加えた CGE モデルでシミュレーションを

行っている。貿易開放度と技術変化を結びつ

ける関係式や，実質賃金と労働供給量の関係

式が GTAP モデルに加えられている。USITC 

（2016）は逐次動学型の GTAP モデルを利用し

ている。多くの CGE モデルが兼ね備える特徴

と同様に，GTAP モデルでは完全競争市場で

の経済主体の行動を次のように定式化してい

る。家計は予算制約下で効用を最大化し，生産

者は費用を最小化しつつ生産に必要な中間財や

生産要素の投入量を決定する。また，財やサー

ビスはその生産地ごとに差別化されるという

アーミントン仮定（Armington, 1969）を採用

表３　実質 GDP 変化の要因分解

（％） （$，百万）

G（政府支出）
C（消費）
I（投資）
EXP（輸出）
IMP（輸入）

0.02
0.17
0.25
0.04
-0.38

1,222
10,462
14,824
2,668

-22,581

計 0.11 6,596

（出所）シミュレーション結果。
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している。この仮定は，貿易される財・サービ

スの不完全な代替を反映し，実際に観察される

貿易データにおいて同様な財・サービスが輸出

も輸入もされているという産業内貿易を説明す

る。現実の経済データに基づく CGE モデルと

の親和性が非常に高く，多くの CGE モデルが

アーミントン仮定を導入している。

Petri and Plummer （2016）で特徴的な点は，

貿易の定式化にアーミントン仮定ではなく，

Melitz （2003）の理論に基づいた Zhai （2012） 

の CGE モデルを採用している点である。新新

貿易理論としても知られる Melitz （2003）は，

あまた存在する企業のうち高い生産性を有する

少数の企業が輸出を行っている現実を理論的に

説明している。Zhai （2012）による CGE モデ

ルへの実装では，貿易自由化が産業間での資源

配分を調節するのみならず，産業内でより生産

性の高い企業へシフトすることで，産業全体の

生産性が向上する効果を内生的に表現すること

が可能となっている。この貿易自由化と内生的

な生産性変化の定式化は魅力的な特徴といえ

る。北米自由貿易協定後に観察されたこととし

て，関税削減によって輸入が増加し，輸入品と

の競争程度が高かった産業において生産性の伸

びが顕著に確認されたことがある。また，自由

貿易協定後の貿易量の大幅な増加を，アーミン

トン仮定を備えた一般的な CGE モデルが十分

に予測していなかったとの批判もあった。その

ため，貿易自由化と生産性の関係を CGE モデ

ルにいかに組み込むかが課題とされてきた。

Melitz モデルはこの課題への一つの答えと考

えることができる。

それでは，CGE モデルにおける貿易の定式

化は Armington （1969）から Melitz （2003） 

に変更すべきだろうか？　はたまた，新新

貿易理論である Melitz （2003）の前身ともな

る Krugman （1980）の独占的競争による新貿

易理論を CGE モデルに組み込むべきであろ

うか？この問いに対する答えは，Dixon et al. 

（2016） の研究で示唆されている。特に注目す

べき彼らの研究成果は，Armington （1969）と

Krugman （1980）そして Melitz （2003）を抱合

する一般的な定式化を発見し，CGE モデルへ

の実装方法をソース・コード付きで示したこと

である。その一般的なモデルは，Armington-

Krugman-Melitz Encompassing（AKME） 

モデルと名付けられている。Balistreri and 

Rutherford （2013）が３つのモデルをそれぞ

れ独立した CGE モデルとして設定したことを

きっかけに，Dixon et al. （2016）はより一般

的な AKME モデルを開発するに至った。そし

て，AKME モデルによる関税率変化のシミュ

レーションから，Melitz と Armington で経済

厚生の変化に大きな差がないことを報告してい

る。この点は，Melitz モデルで経済厚生への

影響が大きいとする Zhai （2012）や Balistreri 

and Rutherford （2013）の結果とは対照的であ

り，さらなる実証的な検討が必要であることを

示している。検討においては，Balistreri et al. 

（2011）を手がかりとして，AKME モデルの核

となるパラメータ値の推計が求められ，特に貿

易の価格弾性値を実証的に推計し分析すること

が重要となるだろう。

CGE モデルを巡る論点や課題は，その応用

分野の広さに従い非常に多岐にわたる。ここ

では，近年の国際貿易理論の発展を CGE モ

デルに取り込もうとする研究動向に注目して， 

Dixon et al. （2016）の AKME モデルを紹介

した。今後の実証的な検討に加えて，EPA や

FTA のシミュレーション分析への応用が期待
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されている。もちろん，CGE モデル開発上の

課題は国際貿易分野にとどまらない。貿易にな

らぶ重要な課題として，CGE モデル分析での

投資と資本蓄積や海外直接投資の扱いがある。

EPA で約束される主要４項目の一つである投

資環境整備の経済効果を数量的に評価するこ

とはなかなかに困難である。しかしながら，

USITC （2016）では逐次動学型の GTAP モデ

ル（Ianchovichina and Walmsley, 2012）を応

用することで投資環境整備の効果を TPP 協定

のシミュレーションに加味して分析している。

動学 CGE モデルによる EPA シミュレーショ

ンでは，時間軸を明示的に分析に加えること

で，より現実的なシミュレーションの設定が可

能となる。関税削減のスケジュールを例に見

てみよう。分析の基本的な手法は動学 CGE に

おいても同じであり，EPA で関税が削減され

た仮想的な経済を，EPA がない経済と比較す

ることである。図１に関税削減スケジュール

が模式的に示されている。分析期間は 2007 年

から 2030 年であり，EPA による関税削減が

2017 年から 2030 年であるとしよう。前者の期

間でのシミュレーションがベースラインと呼ば

れる比較基準となるシナリオであり，過去の実

績データと将来の予測データから計算される

EPA が存在しない経済である。一方で，2017

年から 2030 年の関税削減のシミュレーション

が政策シナリオである。2030 年でのベースラ

インと政策シナリオの差こそが，政策シナリオ

の効果として計算されることとなる。

図１中で，2007 年を基準年とするデータベー

スから計算される関税率が t07 とする。データ

ベースの更新等により 2011 年の関税率が得ら

れれば，ベースラインが t11 を通過するようシ

ミュレーションを設定する。さらに，2017 年

という将来の政策シナリオ開始時点までに関税

削減が予定される場合には，t17 をターゲット

とする。そして，ベースライン期間最後の

2030 年まで変化しないものとしておく。政策

シナリオでは，t17 から t Policy
30 まで関税を段階

的に引き下げる。政策シナリオの設定では，

EPA の合意内容を反映するよう，引き下げの

期間や早さを調節することもできる。例えば，

関税削減スケジュールを国別かつ産業別に準備

できれば，TPP 協定の合意内容を反映した設

定で政策シナリオを作り込むことが可能とな

る。また，異なる EPA の組み合わせやタイミ

ングを仮定し，複数の EPA のシークエンスを

分析することも可能となる（例えば，Itakura 

and Lee （2012））。

本稿冒頭の２つ目の課題を EPA シークエ

ンスの例として，４つの政策シナリオを考え

てみよう。（１：TPP）2017 年から 2030 年に

TPP 協定が実施される政策シナリオ，（２：

TPP.RCEP.L）TPP 協定に加えて，2018 年か

ら 2030 年に RCEP も実施されるが，低いレベ

ルの自由化を想定するシナリオ，（３：TPP.

RCEP.H）先と同様だが RCEP で高いレベルの

自由化を想定する場合，（４：TPP.RCEP.W） 

さらに TPP や RCEP に参加していない国に対

図１　関税削減スケジュール

（出所）筆者作成。
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して，貿易障壁削減のスピルオーバー効果が少

しあると想定するシナリオである。TPP 協定

や RCEP では財とサービス貿易での障壁削減，

そして財の貿易円滑化効果を仮定する。EPA

に含まれる主な４項目の約束のうち，投資環境

整備を除く３項目を考慮したシミュレーション

設定を意図している。

動学 GTAP モデルによるシミュレーション

結果から，各政策シナリオの実質 GDP への効

果を図２で見てみよう。効果は 2030 年におけ

るベースラインからの乖離によって評価されて

いる。日本，RCEP16 カ国，TPP12 カ国，世

界全体の実質 GDP は全てのシナリオで上昇し

ていることが分かる。日本について見ると，

TPP 協定に加えて高レベルの RCEP 自由化が

達成されるシナリオで，実質 GDP が 1.4%ほど

増加する。非加盟国へのスピルオーバー効果

を含めたシナリオでの効果が，RCEP16 カ国，

TPP12 カ国，世界全体について大きく，それ

ぞれ 1.9%，0.9%，0.5%であった。これらの結

果は，TPP 協定と自由化度の高い RCEP の両

者を実施することの重要性を示していると言え

る。

EPA シークエンスを分析するための今後の

課題として，ベースライン及び政策シナリオの

さらなる作り込みや，非関税貿易障壁に関する

実証分析の取り込み，投資環境整備の効果の議

論など，改良の余地が多く残されている。もち

ろん，結果に至るシミュレーションの詳細を説

明するという課題も残っているが，別の機会に

譲ることを容赦願いたい。

５　終わりに

本 稿 で 紹 介 し た CGE モ デ ル に よ る EPA

や FTA の 事 前 効 果 分 析 や，CGE モ デ ル を

巡る議論が，読者の知的好奇心を刺激し実際

に CGE モデルに触れてみるきっかけとなる

ことを願っている。本文中で示した GTAP，

GEMPACK，GAMS のホームページからは，

モデルやデータベースそして入門用解説が入手

可能であるので，是非試してみてほしい。実際

に触れてみると，CGE モデルやデータベース

や分析手法について，「改良したい」「修正し

たい」点が必ず見つかるだろう。その際には， 

GTAP でも採用されている “If you do not like 

it, help fix it”というモットーで，CGE モデル

やデータベースの改良や開発に挑戦してみてほ

しい。経済理論，データ，分析手法，数値計算

プログラムに関する多くの知識と理解が求め

られるため，CGE モデル開発は “challenging” 

な分野であると Dixon and Jorgenson （2013） 

は述べている。また同時に，CGE モデルは多

種多様な政策を数量的に分析することができる

実践的な唯一の分析ツールであり，その開発は 

図２　TPP と RCEP による実質 GDP への効果（％）

（注）2030 年におけるベースラインから乖離。
（出所）シミュレーション結果。
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“rewarding”であるとも述べている。

TPP 協定を始めとする貿易政策の議論を考

えるとき，CGE モデルによる効果分析が持つ

政策的な意義は非常に大きい。それは，政策が

もたらす潜在的な影響を，国や産業，財・サー

ビスや生産要素について数量的に明らかにする

ためである。異なる CGE モデル分析の結果を

議論する場合には，単純に数値結果の大小を比

較するのではなく，分析手法の差異を実証的な

裏付けと再現可能性について検討することが必

要である。その際に求められるのは，結果を説

明するコミュニケーション能力であり，CGE

モデル分析で最も重要なことであると Dixon 

and Jorgenson （2013）は指摘している。耳の

痛い指摘であり，その能力を向上させるべく筆

者も切磋琢磨している。
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